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穴水 IC 間の 48.2km に渡って通行止めとなった（国土交通省国土技術政策総合研究所，2008）．2009




































 ijwaijaijij uuu       (1.1) 
ここに， ij は有効応力テンソル， ij は応力テンソル， au は間隙空気圧， wu は間隙水圧， ij はクロ






















ので，それを表現するための経験式は数多く提案されている．その代表としては Brooks and Corey










































     (1.2) 
ここに，x は堤防横断面の水平方向の軸， z は堤防横断面の鉛直方向の軸，k は透水係数（m/hr），
は圧力水頭（m），C は比水分容量（1/m）， は飽和領域において 1，不飽和領域において 0 と成る















i          (1.4) 
ここに， vi は鉛直方向の局所動水勾配， hi は水平方向の局所動水勾配， は節点間の全水頭差（m），
vd は節点間の鉛直距離（m）， hd は節点間の水平距離（m）である．パイピング破壊（浸透破壊）に
対する安全性照査基準値は次のように設定されている 
 被覆土なし 5.0i  
 被覆土あり 0.1WG  











      (1.5) 
ここに， sF は安全率，u はすべり面の間隙水圧（tf/m2），W は分割辺の重量（tf），c はすべり面に沿




 表法面 212.1sF  
 裏法面 0.1sF  
ここに， 1 は築堤履歴の複雑さに対する割増係数で新設堤防は 1.0，築堤履歴が単純な場合は 1.1，
複雑な場合は 1.2 である． 2 はき素地版の複雑さに対する割増係数で被災履歴あるいは要注意地形が







図 1.2.2-1 簡便分割法 
 
1.3 論文構成 
 本論文は，7 章より構成されている．以下に各章の概要について述べる．第 1 章である本章では研
究を行う背景および研究の目的と，既往の研究について述べた． 
 第 2 章では，本研究の解析に用いられる，不飽和土に拡張した，サクションおよび内部構造の変化
を考慮した砂の弾塑性構成式について述べる． 




 第 4 章では，第 2 章，第 3 章において提案した解析手法を用いて河川堤防の浸透問題に対する解析
を実施する．まず，4.2 節で浸透模型実験のシミュレーションにより提案した手法が浸透問題におけ
る水圧の再現ができているかを確認した後，4.3 節にて浸透問題における変形のメカニズムについて








 第 5 章では浸透を考慮した地震時浸透-変形連成動的解析について述べる．5.2 節にて様々な地下水
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ijij p         (2.1) 
ここに， ji は全応力テンソル，
Fp は平均間隙圧力， ij はクロネッカーのデルタである．平均間隙
圧力 Fp は以下の式で表される． 
 arfrF pSpSp 1        (2.2) 
ここに， rS は飽和度，
fp ， ap はそれぞれ液相，気相に働く圧力である．以後，骨格応力テンソルの
第一不変量（ 332211 ）の 1/3 を平均骨格応力（Mean skeleton stress） m と呼ぶこととする．















増分テンソル skld を関連付ける次式の 4 階テンソル epijklD を定式化する． 


















)0( ijijijij       (2.5) 
ここに， *ij は応力比テンソル（ mijij s
* ）， * )0(ij は圧密終了時の
*









0bf のとき過圧密領域を 0bf のとき正規圧密領域を与える．過圧密領域にある砂がせん断を受
けるとき，ある範囲で塑性体積ひずみが抑制された応力径路を描く．そこで，過圧密領域内において
も塑性ひずみが生じ，さらにそれに伴って過圧密領域が拡大あるいは縮小することを考慮している．











exp     (2.6) 
ここに， mbi は mb の初期値， 0m は初期平均骨格応力， 0e は初期間隙比， は圧縮指数（等方応
力下処女載荷時の e ～ mln 関係）， は膨潤指数（等方応力下除荷・再載荷時の e ～ mln 関係），
P
は塑性体積ひずみ， *OCR は擬似過圧密比（ 0mmbi ）である． 
図 2.4-1 に等方圧密終了時の過圧密境界面を示す．図中の縦軸 22J は偏差応力テンソルの第二不
変容 22 ijij ssJ の 2 倍の平方根を示している．過圧密境界面は塑性体積ひずみの膨張，収縮に伴う
mb の変化で拡大，あるいは縮小する．本来，塑性堆積ひずみの変化による mb の変化はせん断によ
るダイレイタンシーに起因するメカニズムによるものであるが，ここでは等方圧縮，膨潤特性のパラ
メータである ， を用いて表現している． 

















     (2.7) 
また，初期応力異方性の影響は繰返しせん断履歴の蓄積に伴って消失すると仮定し，次式のようにパ













PP deded        (2.9) 
ここに， dC は異方性の消失速度を制御する材料定数，
*P は塑性せん断ひずみの初期状態からの累




















e     (2.10) 
ここに， IES は全サクション解放後の強度低減率， IS は初期サクション作用時の強度増加率











































式(2.7)の場合，塑性体積ひずみの増大と塑性体積ひずみ(= Pv ) の増加とともに mb も増加するため，
圧縮によるひずみ硬化のみを表現することとなる．内部構造の変化の影響が大きい緩い砂においては，
Pv だけでなく，塑性ひずみ Pij が支配的であることから， mbi の変化も考慮する必要がある．そこで












ij dddzz        (2.12) 
ここに， mbf は mbi の収束値（
*
mbf mbin ，
*n ： mbi の低減率）， は mbi の収束速度を調節する
材料パラメータである． 



















**** kf ijijijij       (2.14) 





じ次元の応力比で *ij に追従し，back stress とも呼ばれる． *ij は Chaboche ら（1986）の研究を参考
に非線形移動硬化則に従うものとして下式の発展則で規定されるものと仮定する． 
* * * *P P







P deded         (2.16) 
ここに， *A ， *B は材料パラメータ， Pklde は塑性偏差ひずみ増分テンソル，
Pd は塑性偏差ひずみテ
ンソルの第二不変量である． 
 材料パラメータ *A ， *B は破壊応力比 *fM および平均骨格応力 m で除した無次元化初期塑性せん断
係数と次のような関係にある． 





GB        (2.17) 
式(2.14)の右辺括弧内の第 2 項が塑性せん断ひずみ増分の大きさに依存する非線形項であり，この講
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を無視すると Prager の線形移動硬化則 PijPij deGd * となる． 





 *1*0*1*0* exp BCBBB Pf       (2.18) 
ここに， *0B は
*B の初期値， *1B は




ら累積された *P の値である． 











































B         (2.21) 
ここに， *Pap は変相線到達以後から累積した
*P の値である．なお， *1B は
*B の下限値として使用する．
また，弾性せん断係数に対しても同様な関係を適用し，弾性係数用の基準ひずみ *Er を用いる． 
手法 4（Oka ら，2004） 
 手法 2 と同様に式(2.19)を用いて繰返し載荷における応力反転時からの *B の低減を行う．ただし，









B         (2.22) 











sSSBB      (2.23) 
ここに， IBES は全サクション解放後の強度低減率， IBS は初期サクション作用時の強度増加率














ijijijij Mg      (2.24) 
ここに， ma は数値パラメータである．また，
*~M は塑性堆積ひずみが和偉大になるときの応力比 * の
値であり，応力状態が過圧密境界面の内側（過圧密領域）と外側（正規圧密領域）で以下のように区
分して与える． 
   
mcmln
*
 （過圧密領域 0bf ） 
     *mM   （正規圧密領域 0bf ） 
mc は過圧密境界面と平均骨格応力軸との交点であり，式(2.7)で与えられている通りである．応力状
態が過圧密境界面の内側にあるときは *
~M は *mM より小さく，正規圧密領域に比べて変相応力を小さ
く与える．応力状態が正規圧密領域，すなわち過圧密境界面に達すると， *
~M は *mM に一致する．な
お，いったん *












gHd         (2.26) 
ijklH は以下の式で表現する． 
 jkiljlikklijijkl baH       (2.27) 

















































P bd 12         (2.33) 



















      (2.35) 





aD         (2.36) 
ダイレイタンシー係数は塑性偏差ひずみ増分に対する塑性体積ひずみ増分の比率である． 0a の場合














        (2.37) 
ここに， *0D ，n はダイレイタンシーパラメータである．正規圧密領域では
**~
mMM となることから，




ひずみ増分テンソル ijd は体積変化の関与する体積ひずみ増分 vd と，形状変化に関与する偏差ひ
ずみ増分テンソル ijde に分解される． 
 ijijkkij dedd 3
1        (2.38) 
 kkv ddddd 332211       (2.39) 
さらにひずみ増分を弾性変化によるもの，塑性変化によるものに分解すれば以下のようになる． 
 pijijpkkeijijekkij deddedd 3
1
3






分， pijde は塑性偏差ひずみ増分テンソルである． 
以下では式(2.40)の右辺各項を順次求め，全ひずみ増分を算出する． 














~2~~2~  (2.41) 
ここに，
~
， ~ はラメの定数， ijd は骨格応力増分テンソルである．弾性体においては平均骨格応力
増分 md は体積ひずみ増分 kkd のみに寄与し，偏差応力増分テンソル ijds は，偏差ひずみ増分テンソ
ル ijde のみに寄与するから，次のような関係が得られる． 














1        (2.44) 






mdde         (2.45) 
また，間隙比増分 deと弾性体積ひずみ増分 ekkd との関係は deが正のとき膨潤，
e
kkd が正のとき圧縮
であることを考え， 0e を初期間隙比として， 
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~ E         (2.48) 
 KE 213         (2.49) 






2~        (2.50) 







bde         (2.51) 
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    (2.55) 
2.8 骨格応力増分～ひずみ増分関係 
硬化のある弾塑性体の負荷（降伏）関数は一般的に次式で表される． 
 , 0ij kf         (2.56) 
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ここに， k は負荷履歴を表すパラメータである． k は降伏曲面の位置と形状を現すパラメータで，
初期降伏時は 0k である．降伏曲面の内部（ 0f ）は弾性状態，降伏曲面上（ 0f ）は塑性状態
を表し， 0f の状態は存在しない． 
 ここでいう負荷とは応力の変化に対して塑性ひずみが発生することをいう．負荷条件は以下のよう
に区分される． 
 0f ， 0|
.constk
df  → 負荷 
0f ， 0|
.constk
df  → 除荷 
0f ， 0|
.constk
df  → 中立負荷 
ある応力状態（ ij ）から塑性流動を起こさせるような微小応力増分（ ijd ）を受けた状態（ ijij d ）
に変化したとする．応力の変化につれて k も変化するので，両状態での降伏曲面は次式で与えられる． 
 0, kijf         (2.57) 
 0, kkijij ddf        (2.58) 
 負荷関数が kij , に関して微分可能であるとき，式(2.57)，式(2.58)をともに満足するには負荷関数








































骨格応力増分テンソル ijd を関連付ける 4 階テンソルとすると 
 pklpijklekleijklklepijklij dDdDdDd       (2.63) 
上式は次のようにも書ける 



















gABfbddDff    (2.65) 
ここで，塑性ひずみ増分テンソル pkld は以下のように以下のように書ける． 
 21
 klppppklpkl dded 3






















































  (2.70) 
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        (3.1) 
ここで，固相構成土粒子の密度 s ，間隙液体の密度 f ，間隙気体の密度 a ，間隙率 n ，飽和度を
用いると，各相の見かけの密度を以下のように表現できる． 
(1 )s sn         (3.2) 
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f f
rnS         (3.3) 





ij ij ij ij         (3.5) 





ij r ijnS p         (3.6) 
(1 )a aij r ijn S p         (3.7) 
' (1 ) (1 )(1 )s f aij ij r ij r ijn S p n S p       (3.8) 
式(3.5)に式(3.6)～式(3.8)を代入すると， 
' , (1 )F F f aij ij ij r rP P S p S p      (3.9) 
 ここで， FP は平均間隙圧である．上式で骨格応力テンソル ij を定義する．ここで， ij は
Kronecker のデルタである．ここで fp ， ap はそれぞれ液相，気相にはたらく圧力である． ただし，
応力の符号は引張りを正とする．したがって，圧力である fp および ap は圧縮を正とする． 
ここで ar
f
r pSpS )1( は間隙流体の平均圧力である．すなわち， ij は全応力から平均間隙圧を
引いたものとしてあらわされるため，これが土骨格にはたらく応力であるとし，これが式(2.1)で示
した骨格応力(skeleton stress)である．式(3.9)の ij を骨格応力と呼ぶ理由は，基本的に不飽和土の
取り扱いには，応力変数として式(3.9)と本構成式中にサクション（ wac PPP ）を用いる必要が
あり，式(3.9)のみでは不飽和土の挙動の表現はできないと考えるからである（Jommi，2000；
Gallipoli，2003；Oka ら，2006；Kimoto ら，2007；Oka ら，2007a；Oka ら，2008）．土の構成
式のパラメータ（例えば圧密降伏応力）などはサクションの関数とする必要がある（第 2 章参照）． 
3.5 質量保存則 






























































QSu       (3.15) 
ここに， iQ は気相の固相に対する相対運動に伴うエネルギーの消散， iR は液相の固相に対する相
対運動に伴うエネルギーの消散， iS は気相の液相に対する相対運動に伴うエネルギーの消散， ib は物
体力を表す項である． iR と iQ は次のように定義される．なお， iS は仮定(5)より考慮しない． 
fw
ji r fR nS wk





gQ n S w
k
       (3.17) 
ここに， fk および ak はそれぞれ透水係数および透気係数で，等方的と仮定してスカラーとする．ま
た， fiw は液相の固相に対する平均的な相対速度ベクトル， aiw は気相の固相に対する平均的な相対速
度ベクトルであり以下のように定義する． 
 f f si i irnSw u u         (3.18) 





i i i i
r j
R bu wnS x





ir r j r r if
i
pnS nS w nS nS bu xk







k p bw ux







k p bw uxg








ij ij ijs f a s f afs a




   (3.24) 
ここで式(3.24)に，式(3.1)，式(3.2)，式(3.3)，式(3.5)を代入して整理すると次のようになる． 
 (1 ) ijf afs s a si i i i ir r i
j
nS n S bu u u u u x
    (3.25) 
仮定(3)，仮定(4)から， 
 fs si i iu u u         (3.26) 
 s a si i iu u u         (3.27) 
















n unn n ut t x x
    (3.29) 
 ( ) ( ) 0
ff f
if f fr r
ir r
i i
nS nS unS nS ut t x x
    (3.30) 
ここで，式(3.29) f srS より次式が得られる． 
 (1 )1 (1 ) (1 ) 0
sf s f s
f f i s
ir r r rs s
i i
unS n S S n S n ut t x x





( ) 1 0
f s s
r i if f f i
r r
i i
f f f s s
f f sr
r i r is
i i
nS u un unS S
t t x x
SnS u n S n u
t x t t x
   (3.32) 
式(3.32)の第 1 項はゼロである．また仮定(6)より最終項もゼロである．第 4 項で f の時間微分を考慮




r i i s





     (3.33) 
ここで式(3.22)，液相の構成則（ f f fiip K ； fK は液相の体積弾性係数）を上式に代入すると，液
相の連続式が得られる． 
 ( ) 0
f f f
f f ss
i i r ii r r f
i w i
k p pb S nS nSux x K
    (3.34) 
 ここで，飽和度の時間変化について考える．飽和度は水分特性曲線より圧力水頭の関数であると考
えられる．ゆえに次式のような変形を行うことができる． 
 1 1f f frr f
w w
dS d d CnS n p n C p p
d d ndp
     (3.35) 
ここに， は体積含水率， は圧力水頭，C は比水分容量である．比水分容量とは単位水圧変化に対
する土壌水分率の変化率のことであり，C d dh で表される．式(3.34)に式(3.35)を代入して整理す
ると次式のようになる． 
 ( ) 0
f f
f f s frs
i i r ii f
i w i w
k nSp Cb S pux x K
    (3.36) 





        (3.37) 
以上より最終的な液相の連続式は以下のようになる． 
 ( ) 0
f f
f f s fs
i i r ii f
i w i
k p nb S pux x K










n unn n ut t x x








n Sn S u
n S n S ut t x x
  (3.40) 
ここで，式(3.39) 1 a srS より次式が得られる． 
 
(1 )1 1 1 1 (1 )









unS n S S n
t t x
S n u x







1 ( ) 1 1 0
a s s
r i ia a a i
r r
i i
a a a s s
a a sr
r i r is
i i
n S u un unS S
t t x x
Sn S u n S n u
t x t t x
  (3.42) 
式(3.42)の第 1 項はゼロである．また仮定(6)より最終項もゼロである．第 4 項で f の時間微分を考慮





r i i s
r ii r r a
i
n S u u
S nS n S
x
    (3.43) 
ここで式(3.19)，気相の構成則（ a a aiip K ； aK は気相の体積弾性係数）を上式に代入すると，気相
の連続式が得られる． 
 (1 ) (1 ) 0
a a a
a s a s
i i r ii r ra a
i i
k p pu b S nS n S
x xg K




気体を弾性体とみなし，気体の構成則が a a aiip K （
aK は気相の体積弾性係数）であるとすると，
式(3.44)の両辺に aK を乗じて次式が得られる． 
 (1 ) (1 ) 0
a a
a a s a s a
i i r ii r ra
i i
k pK u b S nS n S p
x xg
  (3.45) 
ここで，期待の圧縮性が非常に高いと仮定すると， aK は以下のようになる． 
 0aK          (3.46) 
また，気体の構成則 a a aiip K より次式が言える． 








は考慮しないため，間隙水圧を ( )fp p ，液相の透水係数を ( )fk k と書く） 
 運動方程式 ijsi i
j
bu x
      (3.48)
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 連続式   ( ) 0
f
f f ss
i i r ii f
i w i
k p nb S pux x K




は，(3.49)式の 2 項目に飽和度が係数として入っている点が異なっていることに注意したい． 
 空間離散化にあたり，固相の変位と間隙水圧に対して以下のような境界条件を仮定する． 
 (1)固相の変位境界： s siiu u   uon S  
(2)固相の応力境界： iij jn T   ton S  
 (3)水圧境界   ： p p   pon S  
 (4)流量境界   ： i
w i
k p n q
x




式(3.48)に変位境界上で 0siu となる任意の重み関数 siu (仮想変位)を乗じて，領域V に対して積分
すれば以下の弱形式が得られる． 




      (3.50) 
ここで左辺第２項を部分積分し変位境界条件を考慮すれば，Gauss の発散定理（
V S
divAdV A ndS ，
ただし div は発散）より， 




















n u dS dV
x
     (3.51) 





i i i ij j i ijV S V
j
u
b u dV n u dS dVu x
    (3.52) 




ijij r ijV V V
j j j
u u u
dV dV S p dV
x x x
    (3.53) 











       (3.54) 





ijij ij r iiV V V
j
u
dV dV S p dV
x
     (3.55) 
以上より，式(3.52)に固相の応力境界 iij jn T と式(3.55)を代入すると，次式が得られる． 
 
t
s s s s ss
i ij ii ij r ii i i iV V V V S
u dV dV S p dV b u dV u dSu T    (3.56) 
これが領域V に対して得られた運動方程式の弱形式表現である．ここで以下の有限要素法による離散
化のために式(3.56)をベクトル表示すると以下のようになる． 
 T Ts s ss r vV V Vu dV dV S p dVu  




u b dV u T dS    (3.57) 









T Ts s ss
r vtV V V
T Ts s
V S
u dV dV S p dVu
u b dV u T dS
   (3.59) 
以下では具体的に有限要素の節点 N における変位ベクトル Nu と要素重心での間隙水圧 EP を未知数
とする方程式に展開する．まず，節点 N の変位ベクトル Nu と要素内の固相の変位ベクトル
su の関
係は形状マトリックス[ ]N を用いて次式のように表せる． 
 [ ]s Nu N u         (3.60) 
また，間隙水圧は Christian 流の定式化に従い，要素内で一定値(0 次の形状関数)として定義する．要
素重心での間隙水圧 EP と 0 次の形状関数 1pN  を用いると間隙水圧は以下のようになる． 
 p E Ep N p p         (3.61) 
次にひずみ量について，節点の変位ベクトル Nu を用いて表す．要素のひずみベクトル
s は，変位
をひずみに変換するマトリックス L  を用いて以下のように表せる． 




 [ ][ ] [ ]s N NL N u B u        (3.63) 
また，節点の仮想変位ベクトル Nu についても変位ベクトル Nu と同じ形状関数 [ ]N を用いる(ガラ
ーキン法)と次式の様に表せる． 
 [ ]s Nu N u         (3.64) 
要素の仮想体積ひずみ sii は，仮想変位ベクトル Nu を用いて次式のようになる． 
 T Ts sii v v N N vB u u B       (3.65) 
ここに， vB は要素の節点変位を要素の体積ひずみに変換するベクトルである．最後に式(2.3)を同様
の表記で書き換えると次式のようになる． 
 [ ] [ ][ ]s ND D B u       (3.66) 
ここに Nu は節点の変位増分ベクトルである．  
以上より，式(3.59)にあるものは全て，変位ベクトル Nu と要素重心での間隙水圧 EP で表すことがで
きたので，これら(式(3.60)，式(3.61)，式(3.63)～式(3.66))を式(3.59)に代入すると次式が得られる． 
 
[ ] [ ] [ ] [ ][ ]
[ ] [ ] [ ]
e e e
e te e
T T TT T
NN N N N v r EV V V
T T TT T T
N N N tV S V
u N N dV u B D B dV u u B dVS pu
u N b dV u N T dS u B dV
 (3.67) 
ここに， eV は要素の体積， teS は要素の応力境界である．仮想変位ベクトル Nu について整理すると，  
 
[ ] [ ] [ ] [ ][ ]




NN N v r EV V V
T T T T
N tV S V
u N N dV B D B dV u B dVS pu
N b dV N T dS B dVu




[ ] [ ] [ ] [ ][ ]




N N v r EV V V
T T T
tV S V
N N dV B D B dV u B dVS pu
N b dV N T dS B dV
   (3.69) 
ここで，式(3.69)の各項の係数を次のように置く． 




M N N dV        (3.70) 








K B dV         (3.72) 
























        (3.75) 




ベクトルに比例する Rayleigh 減衰マトリックス[ ]C を式(3.69)に導入する．Rayleigh 減衰マトリック
スは質量剛性マトリックス[ ]M と剛性マトリックス[ ]K の一次結合として次式のように表す． 
 0 1[ ] [ ] [ ]C M K        (3.76) 
ここに， 0 と 1 は定数である．  
以上より，式(3.69)に式(3.70)～式(3.76)を代入すると次式が得られる．  





 s dF F F  
  [ ] [ ] [ ] [ ]
e te e te
T T T T
s ds dV S V S
N b dV N dS N b dV N dST T   (3.78) 
ここに， sF は載荷前の荷重ベクトル， dF は載荷により増加する荷重ベクトルである．同様に物体
力ベクトル b は sb と db に，表面力ベクトル T は sT と dT に分割できる．ここで載荷前の荷
重を用いて，排水条件のもと静的な運動方程式(つりあい式)による解析(初期応力解析)を考える．初期
応力解析での運動方程式は式(3.77)から動的な成分を取り除くことにより次のようになる． 
 0 0[ ] N v r E t s tK u K S p F R       (3.79) 








v r E t stV
B dV K S p F       (3.80) 
となる．ここで式(3.78)，式(3.80)を式(3.77)に代入すると以下のようになる． 
 00[ ] [ ] [ ] [ ]
e
T
N N N v r E v r E t dt tV
M C K u K S p B dV K S p F Ru u  (3.81) 






d t t tV
R B dV       (3.82) 
式(3.82)を式(3.81)に代入して整理すると次式が得られる． 







F N b dV        (3.84) 
ここで， は初期状態からの増分という意味を示す．最終的な不飽和問題に拡張された運動方程式の
空間離散化された式は以下のようになる． 
 0[ ] [ ] [ ]N N N v r E d d v r E t stM C K u K S p F R K S p Fu u   (3.85) 
3.9.2 連続式の空間離散化 
式(3.49)の連続式に対して任意の重み関数 pw を乗じて，領域V に対して積分すれば以下の弱形式が
得られる． 
( ) 0f f ssi i r ii pfV
i w i
k p nb S p w dVu
x x K
    (3.86) 







式(3.86)の左辺第 2 項を部分積分し，Gauss の発散定理(
V S
divAdV A ndS )より， 






w i i w i i
p
i pSq V
w i w i i
k p w dV
x
wk p k pw dV dV
x x x x
wk p k pn w dS dV
x x x
    (3.87) 
また，左辺第 3 項にも Gauss の発散定理を使う． 
（左辺第 2 項）
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  （左辺第 3 項） f i i pS
w
k b n w dS       (3.88) 
ここに， in は曲面 S の外向き法線ベクトルである．境界条件の弱形式より， 





ii iir p i pfV Sq
w w i
pf
i i pS V
w w i i
k n k pS p w dV n w dS
xK
wk k pb n w dS dV
x x
   (3.90) 
pS については最終マトリックスで pS 上での水圧を考慮する．なお，式(3.61)のように間隙水圧は要素
重心位置で代表させ，0 次の形状関数に対応している．左辺第４項は 0 となり，連続式の弱形式は以
下のようになる． 
 0f fs sii iir p i i p i pfV S Sq
w w w i
k n k k pS p w dV b n w dS n w dS
xK
  (3.91) 
ただし，水圧境界についてはマトリックス形式の最終形式(3.110)で考慮する． 
以下では具体的に有限要素の節点 N における変位ベクトル Nu と要素重心での間隙水圧 Ep を未知
数とする方程式に展開する．固相の体積ひずみ sii は，式(3.65)と同様に節点 N の変位ベクトル Nu と
を用いて次式のように書ける． 
 Ts sii v v NB u         (3.92) 




N Nv r v pEfV V V
w
f E
i i p i pS S
w w i
k nB dV S B dV dV wpu u
K
pk kb n dS w n dS w
x
  (3.93) 
この式は任意の pw について成り立つので，要素の連続式は次式のように導かれる． 
 T Tf N Nv r v EfV V V
w
k nB dV S B dV dV pu u
K
 
    0f Ei i iS S
w w i
pk kb n dS n dS
x




T T f E
N Nv r v i i iE S S
w w w i
pk k kK S K A b n dS n dSpu u x
  (3.95) 




        (3.96) 
ここで，式(3.95)の第 4 項および第 5 項に対して差分近似（液状化解析手法 LIQCA 開発グループ，
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( ) 0T T iN Nv r v xi xi yi yi i E i EiE
i i
k kK S K A b n b n r p ppu ug g
 (3.97) 
 4 4 21 1
xi yi yi xii
ii i
w i
b s b sk
s
      (3.98) 
ここに， i は，要素辺の長さ，そして要素と隣合う要素の重心間距離とで定義される定数である． xib ，
yib はそれぞれ x，y 方向についての物体力ベクトルで， xin ， yin は格子辺の単位法線ベクトルの x，y
成分で， ir は格子辺の長さである． ik は格子間の平均透水係数である．平均透水係数を用いるのは，
透水係数が当該格子と，その隣り合う要素で異なるものであるためである． 
3.10 時間離散化 




[ ] [ ] [ ]N Nt t t t N v r E t tt t t t t t
v r E t d s dt t t t t
M C K u K S pu u
K S p F F R






N Nv r v E t tt t t t
i
xi xi yi yi i E t t i Ei t t
i i
k K S K Apu ug
k b n b n r p p
g
         (3.100) 
 
 
図 3.8.2-1 間隙水圧の差分化 
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時間離散化には Newmark の 法を用いる．現在の時刻 t t における節点 N の変位ベクトルと速度
ベクトルは，Newmark の 法により次のように表すことができる． 
 
2
2( ) ( )
2N N N NN Nt t t t t t t t
tu u t tu u u u           (3.101) 
 N N N N Nt t t t t t tt tu u u u u             (3.102) 
ここに， t は時間増分である．また， 0 1 2 と 0 1 は数値パラメータであるが，
0 3025， 0 6がよく用いられる（液状化解析手法 LIQCA 開発グループ，2009）．非減衰系に対




t                (3.103) 
ここに， max は系の最大周波数である． 
この関係を用いて運動方程式(式(3.99))と連続式(式(3.100))を節点加速度ベクトル N t tu と要素の







[ ] [ ]
( )[ ] ( )
2
N N N N Nt tt t t t t t t
N N N Nt t v r E t tt t t t t
v r E t d s dt t t t t
M C t tu u u u u
tK t t K S pu u u u
K S p F F R
         (3.104) 






[ ] [ ] ( ) [ ]
[ ] (1 )
1[ ] ( )
2
Nt t t t v r E t tt t
N Nd s d t tt t t t t t t
N Nv r E t t t t t
M t C t K K S pu
F F R C tu u
K S p K t tu u











NN N N Nv r v tt t t t t t
i
xi xi yi yi i E t t i Ei t tE t t
i i
k K S K t t tuu u u ug
kA b n b n r p pp
g
         (3.106) 
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ここで，左辺第 3 項については，後退差分を用いて次式を仮定する． 













NN N N Nv r v tt t t t t t
i
E t t E t xi xi yi yi i E t t i Ei t t
i i
k K S K t t tuu u u ug
A kp p b n b n r p p
t g
         (3.108) 
未知数である節点加速度ベクトル N t tu と要素の間隙水圧 E t tp を左辺に移項し整理すると次式が
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eS                (3.112) 
ここで， eS は有効飽和度 n ，m ， は形状パラメータであり，m と n については次の関係にある．  
 11m
n
               (3.113) 
また，有効飽和度は 0から での収束飽和度までの有限な範囲を表すために用いられるもの
で，次のように定義される．  
 r r re
s r s r
nSS               (3.114) 
ここで， s は飽和水分量， r は高サクション時において残留する水分量である．比水分容量C およ
び比透水係数 rk は，次のように算定する（van Genuchten，1980；Mualem，1976；Brooks and Corey，
1964）． 
 1 1( 1)( ) (1 )mm ms r e eC n S S              (3.115) 
 Mualem の式 
211
2 1 (1 )mmr e ek S S             (3.116) 
 Brooks の式 
1



















Suction from initial degree of saturation
Hydrostatic pressure
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験のシミュレーションを行った．実験に用いられた模型地盤は長さ 315cm，高さ 33cm であり，概要




(a) 初期水位 0cm から，20cm の瞬時の水位上昇 
(b) 初期水位が模型基盤から 10cm，20cm の瞬時の水位上昇 
(c) 初期水位が模型基盤から 30cm，20cm の瞬時の水位降下 
 解析に用いた砂の不飽和浸透特性を図 4.2-2 に示す．この不飽和浸透特性は同実験で求められた初
期含水量分布と，赤井ら（1977）の解析条件を参考に設定したものである．解析では浸透に重点を置
き，模型地盤を弾性体としてモデル化した．この時，せん断弾性係数は初期間隙比 (0.78）と土槽中
央深度での初期平均有効応力から既往の実験式（Iwasaki ら，1977）より 20MPa と算定した．また，
ポアソン比は静止土圧係数がおおよそ 0.5 であると仮定して，0.3 とした．飽和透水係数は実験での測
定結果より=3.3×10-3m/sec とした． 変位境界条件として，土槽底面は固定，土槽側面は水平方向固
定とした．排水の境界条件として，土槽底面は非排水，土槽側面は解析ケースに応じて水位変化後に
水頭固定（(a)左側 20cm，(b) (c)左側 30cm，右側 10cm）とした．計算時間増分は 1 秒とした． 
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結果を図 4.2-3～図 4.2-5 にそれぞれ示す．図中の実線は解析結果を，破線は実験結果を示す．(a) 「初
期水位 0cm，20cm の瞬時水位上昇」，(b)「初期水位 10cm，20cm の瞬時水位上昇」および(c)「 初期
水位 30cm，20cm の瞬時水位降下」のいずれのケースにおいても提案した手法によって実験結果がお




型の最大毛管上昇高が 8cm でその点での体積含水率 =0.085 という結果と，飽和領域において
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4.3 1 次元解析における浸透と変形のメカニズムの把握 
浸透と変形の基本的なメカニズムを把握するため，4.2 の実験試料と同様のパラメータの弾性体を
用いて図 4.3-1 に示すような 1 次元浸透のシミュレーションを行った．この時，飽和透水係数は k =1.0
×10-3m/s，水分特性曲線としては「河川堤防の構造検討の手引き（国土技術研究センター，2002）」






解析開始より 60 秒後，1.5m 分の水頭および表面力を最上部の要素に与え，浸潤および変形の様子
を観察した．水圧分布および変位を 100 倍に拡大した変形図を図 4.3-3 に，最上部から 3m 位置にあ
る要素番号 30 での骨格応力および，水圧，塑性体積ひずみの時刻歴を図 4.3-4 に示す．1.5m の水の




側の体積ひずみが発生している（モデル上端で 2.5mm の鉛直変位）．この時，要素番号 30 に発生し




























































図 4.3-4 応力，水圧および体積ひずみの時刻歴 
 
















































Initial After 60 sec After 300 sec













不飽和浸透時の大きな特徴の一つである Capillary Barrier の形成が可能であるかを確認するため
に，図 4.4-1 に示すような上部地盤（砂層），下部地盤（粗砂）の 2 層からなる 1 次元地盤を弾性体で
模擬し，解析を行う．このとき，粗砂層の飽和透水係数は砂層の 5 倍とする．用いたパラメータ一覧













透水係数　k （m/s） 8.0×10-4 4.0×10-3
ラメの定数　λ （kN/m2） 1.12×104 1.12×104
ラメの定数　μ （kN/m2） 1.12×104 1.12×104
水分特性曲線のパラメータ　α 0.5 3.0
水分特性曲線のパラメータ　n 8.0 2.0




































表 4.4-1 土質パラメータ 











































図 4.4-4 飽和度分布 
 
解析結果を図 4.4-4 に示す．解析開始より 7500 秒後に降雨による浸潤が地層境界面に到達し，擬似

















礎地盤高が 500mm，堤体部は高さ 1000mm，天端幅 700mm，法面勾配が 1：2，奥行き 200mm と
なる大きさのものである．この堤防模型の土質材料は，前島ストックヤード（高槻市前島 3 丁目地先）








図 4.5.1-1 淀川堤防砂の粒径加積曲線 






図 4.5.1-2 間隙水圧計設置位置（単位：mm） 
 
 





水係数の関係は，森中らの解析結果（森中ら，2008）を参考に，Brooks の式（Brooks and Corey，




















































ずみ関係を図 4.5.3-2 に示す． 
 
 
表 4.5.3-1 土質パラメータ 
Soil yodo
Method※ 2
Initial void ratio　e0 0.535
Compression index　λ 0.0804
Swelling index　κ 0.009
Normalized Ini. shear modulus G0/σ’ｍ０ 250.0
Gravitational acceleration g (m/s2) 9.8
Density　ρ（t/m3） 1.9
Stress ratio at phase transformation　Mm
＊ 1.270








Anisotoropy parameter Cd 2000
Dilatancy parameters　D0
*




E＊ 0.08  

























































めに，モデルの全長は 8.7m，高さは 1.5m であり，深さ 0.5m の基礎地盤上の上に堤防高 1.0m，天














透水係数（k=4.79×10-6（m/s））および西村ら（2009）の解析結果を参考に，表 4.5.4-1 に示す次の 3
ケースについて解析を実施することとする． 
 Case4-1：基礎地盤部，堤体部ともに飽和透水係数が一様であるとする 
Case4-2：水平方向の飽和透水係数を鉛直方向の 10 倍とする 
Case4-3：Case2 に加え，川表側堤体法面の透水係数を小さくする 
また，数値解析条件としては LIQCA2D 資料（液状化解析手法 LIQCA 開発グループ，2009）および
西村ら（2009）の解析事例を参考に，以下のように設定する． 
    Newmark のβ値 ：0.3025 
Newmark のγ値 ：0.6 
    Rayliegh 減衰の値 ：初期剛性依存，α1=0.002 




図 4.5.4-1 解析モデル 
 
   







表 4.5.4-1 解析ケースと透水係数 
水平 鉛直 水平 鉛直
Case 4-1 4.79×10-6 4.79×10-6 4.79×10-6 4.79×10-6
Case 4-2 4.79×10-5 4.79×10-6 4.79×10-5 4.79×10-6










 まず，実験が再現できているかについて間隙水圧について着目する．図 4.5.5-1 に実験結果から推
定される浸潤面を，図 4.5.5-2 に実験結果および Case4-1~4-3 の間隙水圧時刻歴を，図 4.5.5-3～図
4.5.5-5 に各ケースの飽和度分布図を示す．なお，実験では 5.5 時間後～7.3 時間後の間隙水圧は計測
不良となっている． 
 Case4-1 では実験結果に比べて#4 の正の水圧が発生するタイミングが遅く，また，全体的に発生し
ている水圧が小さい．これは，図 4.5.5-3 の飽和度分布に示すように，Case4-1 においては 24 時間後
にも浸潤面が川裏側まで到達しておらず，堤防モデルの透水性が実験と異なったからであると考えら
れる． 
 Case4-2 は Case4-1 の結果を受けて，透水係数の違方性を考慮し，水平方向の透水係数を鉛直方向
の 10 倍としたケースである．Case4-2 では各水圧計測点において正の水圧が生じる時刻が Case1 に
比べてかなり早くなっており，実験結果に近づいている．しかし，24 時間後の間隙水圧は実験結果に









 Case4-3 の間隙水圧の時刻歴では，まず#1，#4 が反応し，続いて#2，少し遅れて#3，#5 が反応す
るという，実験結果と同じ順序で正の水圧が発生していることが分かる．また，24 時間後の水圧でも





















図 4.5.5-2 間隙水圧の時刻歴 
 



































































































































































































 水圧の発生状況を再現できた Case4-3 において，主に変形と応力について考察する．実験において
観測された川裏側法面の垂直方向変位と，解析結果を図 4.5.5-6 に示す．実験結果，解析結果ともに














































































 Case4-3 の平均骨格応力分布を図 4.5.5-7 に示す．初期状態では水位以浅においてサクションが働い
ている．浸潤が進むにつれて最大となる赤い領域が減少していき，特に浸潤が川裏に到達した後は，
川裏側法尻部において骨格応力が 0 に近づいている． 






 続いて蓄積塑性偏差ひずみテンソルの第二不変量 P について述べる．蓄積塑性偏差ひずみテンソル
の第二不変量とは，塑性偏差ひずみテンソルの第二不変量の増分の蓄積量のことであり，次式で定義
される． 






P deded       (4.1) 
ここで， Pijde は塑性偏差ひずみ増分テンソルで次式のように定義される． 
 PkkijPijPij dde 3
1        (4.2) 
ここで， Pijd は塑性ひずみ増分テンソルで， ij はクロネッカーのデルタである．以後，この蓄積塑性












































































































































解析ケース一覧を表 4.6.2-1 に示す．無対策，降雨なしの Case0 を基本ケースとし，対策の有無，
降雨の有無，サクションや内部構造の変化を構成式で考慮するか否かについてケース分けしている．
図中の△部（x=41.2m, y=12.7m）および○部（x=20.6m, y=10.1m）は図 4.6.3.6，図 4.6.3-7 での出
力要素である． 
20m 12m 5m 12m 20m
6m
10m















表 4.6.2-1 解析ケース 
基礎地盤部 堤体部
Case0 4.79×10-5 4.79×10-5 － － －
CaseT-1 4.79×10-5 4.79×10-5 ドレーン工法 － －
CaseT-2 4.79×10-5 4.79×10-5 表法面被覆工法 － －
CaseT-3 4.79×10-5 4.79×10-5 遮水コア － －
CaseR-1 4.79×10-5 4.79×10-5 － 10mm×80hr －
CaseR-2 1.00×10-5 1.00×10-5 － 10mm×80hr －
CaseR-3 1.00×10-5 1.00×10-6 － 10mm×80hr
CaseR-4 1.00×10-6 1.00×10-5 － 10mm×80hr －
CaseC-1 4.79×10-5 4.79×10-5 － － S
CaseC-2 4.79×10-5 4.79×10-5 － － B
CaseC-3 4.79×10-5 4.79×10-5 － － γ
CaseC-4 4.79×10-5 4.79×10-5 － － S+B
CaseC-5 4.79×10-5 4.79×10-5 － － S+γ
CaseC-6 4.79×10-5 4.79×10-5 － － B+γ











始から 24 時間後までである．図 4.6.3-1～図 4.6.3-5 に，飽和度分布，間隙水圧分布，平均骨格応力
分布，水平局所動水勾配分布，蓄積塑性偏差ひずみ分布をそれぞれ示す． 
 図 4.6.3-1 の飽和度分布および図 4.6.3-2 の間隙水圧分布では，水位上昇に伴う浸潤により，川表側
から川裏側へと間隙水圧が上昇している．また，川裏側への浸潤面の到達は約 18 時間後である．そ
して図 4.6.3-3 の平均骨格応力分布では，堤体内の間隙水圧の上昇に伴って平均骨格応力が減少して
いる．初期は約 112kPa の赤い部分が堤体中央部に見られたが，24 時間後にはその最大値を示す赤い
領域がかなり狭くなっていることが分かる．サクションが解放され，堤体の平均骨格応力が減少し，
全体的に強度が低下している状態にあるといえる． 














































































































 図 4.6.3-6 および図 4.6.3-7 に，図 4.6.2-1 に示す川表側△部と川裏側○部での水圧，応力，塑性体
積ひずみの時刻歴および応力径路を示す．川表側△部では，初期において水位上昇に伴う川表側法面
にかかる力により体積は圧縮している．しかし浸潤が到達する約 12 時間後以降は膨張側に転じてい
る（圧縮が正）．この挙動は 4.3 節における 1 次元解析の結果と同様である．川裏側○部では，基礎地



























































図 4.6.3-6 川表側△部（要素 2028）での応力径路および応力，水圧，塑性体積ひずみ時間関係 
 
Initial state
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M*f
 














各ケースにおいて 24 時間後に川裏側法尻で発生した最大の蓄積塑性偏差ひずみを表 4.6.4-1 に示す． 





















 図 4.6.4-6 に各ケース解析最終時刻における水平局所動水勾配分布を示す．CaseT-1 ではドレーンに
より浸潤面の上昇が抑制され，50 時間後においても川裏側法尻部における水平局所動水勾配が i=0.25
までしか上昇していない．CaseT-2 でも川表側からの水の流入が抑制された結果，24 時間後で i=0.45




















図 4.6.4-1 対策工のモデル 
 
表 4.6.4-1 対策工の解析ケースおよび川裏側法尻部の最大ひずみ 
基礎地盤部 堤体部
Case 0 4.79×10-5 4.79×10-5 － 9.34
Case T-1 4.79×10-5 4.79×10-5 ドレーン工法 0.22
Case T-2 4.79×10-5 4.79×10-5 表法面被覆工法 0.65


































































































































降雨を考慮したモデルでの降雨条件は降雨強度 10（mm/hr）が 80 時間継続するとし，基礎地盤部
および堤体部の透水係数の影響について調べる．降雨を考慮した解析ケースおよび，各ケースにおい
て 80 時間後に法尻部で発生した最大の蓄積塑性偏差ひずみを表 4.6.5-1 に示す． 
CaseR-1：Case0 と同じ透水係数を用いたケース 
CaseR-2：基礎地盤部・堤体部ともに透水係数 k=1.0×10-5（m/s）と小さくしたケース 
CaseR-3：CaseR-2 よりさらに堤体部のみ 1/10 の透水係数としたケース 
CaseR-4：CaseR-2 よりさらに基礎地盤部のみ 1/10 の透水係数としたケース 
図 4.6.5-1 および図 4.6.5-2 に CaseR-1 の飽和度分布および蓄積塑性偏差ひずみ分布を示す．飽和
度分布では降雨に伴い堤体天端および法面から浸潤が生じている．しかし，基礎地盤およびの透水係
数が大きいため，地下水面に到達した降雨がすぐに排出されてしまい，大きな地下水面の上昇は見ら
れない．この結果，蓄積塑性ひずみ分布でも 80 時間後の法尻部において最大約 0.16%と，大きなひ
ずみの発生は見られない． 






図 4.6.5-5 および図 4.6.5-6 に CaseR-3 の飽和度分布および蓄積塑性偏差ひずみ分布を示す．
CaseR-2 より堤体の透水係数が小さくなっているため，堤体表面から堤体内への浸透速度が遅くなっ
ており，80 時間後でも堤体内への降雨の浸潤がほとんど進んでいない．このため，蓄積塑性偏差ひず
みの発生も小さくなっており，80 時間後の法尻部の蓄積塑性偏差ひずみも約 0.16%にとどまっている． 
図 4.6.5-7 および図 4.6.5-8 に CaseR-4 の飽和度分布および蓄積塑性偏差ひずみ分布を示す．飽和
度分布では，降雨が堤体天端から地下水面に到達する速度は CaseR-2 とほぼ同じであるものの，基礎
地盤部の透水係数が低いために基礎地盤部から水が抜けることが出来ず，法尻部付近の浸潤面の上昇
が CaseR-2 に比べて大きくなっている．80 時間後には CaseR-2 と同じく凸型の浸潤面となっている
が，法尻部の浸潤面および堤体中央部の地下水位ともに CaseR-2 よりも高くなっている．この結果，
蓄積塑性ひずみ分布は 80 時間後の法尻部において最大約 5.06%と，大きなひずみの発生が見られる． 
 
表 4.6.5-1 降雨の解析ケースおよび川裏側法尻部最大ひずみ 
基礎地盤部 堤体部
Case R-1 4.79×10-5 4.79×10-5 10mm×80hr 0.16
Case R-2 1.00×10-5 1.00×10-5 10mm×80hr 1.21
Case R-3 1.00×10-5 1.00×10-6 10mm×80hr 0.16























































































































































































 図 4.6.6-1 に CaseC-7 の飽和度分布および間隙水圧分布を示す．CaseC-7 はサクション減少に伴う
過圧密境界面の変化および硬化パラメータの変化，内部構造の変化による過圧密境界面の変化のすべ
てを考慮したケースであるが，浸潤の状況は Case0 とほぼ変わっていない．これは，連続式は Case0
と同様のままで変化させていないためだと思われる． 
 図 4.6.6-2～図 4.6.6-8 に CaseC-1～CaseC-7 の蓄積塑性偏差ひずみ分布を示す．解析終了時の 24









CaseC-7）．また，B が組み合わされたケースでは最大ひずみが Case0 に比べて非常に大きくなって
いる． 
 
表 4.6.6-1 解析ケースおよび川裏側法尻部最大ひずみ 
SIE SI sd SIBE SIB sdB n* β
Case 0 ※1) － － － － － － － － 9.34
Case C-1 S 0.5 0.5 0.25 － － － － － 11.88
Case C-2 B － － － 0.5 0.5 0.25 － － 19.03
Case C-3 γ － － － － － － 0.5 50 12.72
Case C-4 S+B 0.5 0.5 0.25 0.5 0.5 0.25 － － 20.33
Case C-5 S+γ 0.5 0.5 0.25 － － － 0.5 50 12.30
Case C-6 B+γ － － － 0.5 0.5 0.25 0.5 50 15.85











































































































































































































 図 4.6.6-9～図 4.6.6-15 に各ケース川裏側法尻部における応力径路および応力，水圧時刻歴を示す．
飽和度分布で示されたように，水圧は全ケースでほぼ変わっていない．各ケースの応力の時刻歴と応
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図 4.6.6-9 Case C-1 の川裏側○部（要素 310）での応力径路および応力-水圧時間関係 
 
Initial state
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図 4.6.6-11 Case C-3 の川裏側○部（要素 310）での応力径路および応力-水圧時間関係 
 
Initial state
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図 4.6.6-12 Case C-4 の川裏側○部（要素 310）での応力径路および応力-水圧時間関係 
 
Initial state
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図 4.6.6-14 Case C-6 の川裏側○部（要素 310）での応力径路および応力-水圧時間関係 
 
Initial state
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5.2 1 次元モデルでの解析での動的解析 
5.2.1 地層境界における透水性のギャップを考慮した動的解析 






モデル上面を水頭 0 の排水境界，側面および底面を非排水境界とする． 
各層のパラメータについては深江浜の地盤調査（伊勢本ら，1997），ポートアイランドと六甲アイ
ランドの地盤調査（神戸市開発局，1995）を参考に，表 5.2.1-1 の様に設定している．地震動は図 5.2.1-2
に示す兵庫県南部地震観測動の 1/3 振幅調整波とする．40 秒の地震動を与えた後圧密解析を実施し，
水圧の消散過程を追跡する．なお，本検討には飽和材料のみを用いているため不飽和条件は考慮せず，
過剰間隙水圧を用いて解析を実施する． 
Case5-1：Bs 層上部要素（非液状化対象層）の透水係数 k=1.1×10-3（m/s） 










































 図 5.2.1-3 に Case5.2.1-1,2 での過剰間隙水圧比の分布図を示す．また，図 5.2.1-4 に出力要素にお








図 5.2.1-2 入力地震動 
 
Case5-2：上部透水係数小Case5-1：上部透水係数大
40秒後 1000秒後 40秒後 1000秒後
液状化せず 液状化水圧消散が早い 水圧消散が遅い
 
























































































図 5.2.1-5 出力要素でのせん断ひずみおよび軸ひずみ 
 














解析対象とした地盤概要を図 5.2.2-1 に示す．一様地盤として用いたモデルは表 5.2.2-1 に示す豊浦
砂 Dr=60%相当の弾塑性パラメータとし，水分特性曲線としては河川堤防の構造検討の手引き（財団











 Case5-5：地下水面以浅の要素は飽和度 60%の不飽和要素とする 


























表 5.2.2-1 土質パラメータ 
Parameter Value
Method※ 4
Initial void ratio　e0 0.756
Compression index　λ 0.012
Swelling index　κ 0.0025
Int.shearcoefficient ratio G0/σ’ｍ０ 827.3
Permeability　k （m/s） 1.0×10-5
Gravitational acceleration g (m/s2) 9.8
Density　ρ（t/m3） 1.9
Stress ratio at phase transformation　Mm
＊ 0.792







Elastic modulus of water Kf (kPa) 2.0×105
Quasi-OCR　OCR＊ 1.2
Anisotoropy parameter Cd 2000
Dilatancy parameters　D0




E＊ 0.5  


































図 5.2.2-2 水分特性曲線および比透水係数 
 
 

























 図 5.2.2-4～図 5.2.2-7 に各ケースでの平均有効応力減少比分布を，図 5.2.2-8～図 5.2.2-11 に各ケー
スでの間隙水圧および応力減少比の時刻歴を示す．Case5-3，Case5-4 では平均有効応力減少比，
Case5-5，Case5-6 では平均骨格応力減少比を示しているが，地下水面以下については骨格応力と有




 水位以浅の要素に不飽和要素を用いた Case5-5 と Case5-6 では，Case5-3 と同様に地下水面周囲の
要素は液状化に至っていない点は Case5-3 と同様であるが，Case5-3 では地下水面直下の要素 80 の
応力減少比がほぼ 0 であったのに対し，Case5-5，Case5-6 では約 0.4 まで上昇している．さらに，
Case5-5，Case5-6 では地下水位以浅の要素においても間隙水圧が上昇している．また，地下水位以
浅の要素の飽和度が 60%である Case5-5 よりも，90%である Case5-6 のほうが水圧の上昇および骨格
応力減少比の上昇がやや大きかった．Case5-5 では約 25 秒後，Case5-6 では約 22 秒後に水圧の上昇
が確認できるが，これは主要動終了後に，下部層から水圧の小さい上部層へ水圧が伝わってきたもの
であると考えられる． 
 図 5.2.2-12 および図 5.2.2-13 に各ケースの地表面応答加速度および地表面変位の時刻歴を示す．不






初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 
 







初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 
 




初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 
 








初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 
 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5.2.2-1 と同様の豊浦砂 Dr=60%のパラメータを用いる．また，地下水位以浅の初期飽和度は 60%と
する． 
境界条件は変位境界として底面固定，側面鉛直ローラー，水圧境界として底面と側面は非排水とす
る．また，不飽和層は初期飽和度 60%とする．入力地震動は図 5.2.2-3 に示す兵庫県南部地震観測動
の 1/2 振幅調整波とする． 





































初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 







初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 
図 5.2.3-3 Case 5-8 の間隙水圧分布（kPa） 
 
初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 







初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 
図 5.2.3-5 Case 5-7 の平均骨格応力減少比分布 
 
初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 








初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
 














































































































































































































































































前節 Case5-9 で用いたモデル（図 5.2.3-1）を用いて降雨による地下水位の上昇を考慮した地震解析
を実施する． 
最初に，降雨による地下水位の上昇の考慮するに当たり，地盤モデルとして弾性体を用いた CaseR-1
（表 5.2.4-1）と，前節 Case5-9 と同様の豊浦砂 Dr=60%相当の弾塑性パラメータ（表 5.2.2-1）を用
いたCaseR-2の2ケースについて検討する．降雨条件としてモデル上部に30mm/hr×10時間を与え，
50 時間後までの解析を実施する． 
次に，弾塑性材を用いた CaseR-2 の 50 時間後の応力状態を初期状態として地震解析を実施する．
このときの入力地震動は前節 5.2.3 と同様の，図 5.2.2-3 に示す兵庫県南部地震観測動の 1/2 振幅調整
波とする 
(2)降雨解析結果 
 図 5.2.4-1 および図 5.2.4-2 に CaseR-1 および CaseR-2 の間隙水圧分布を示す．10 時間後まで降雨
があり，その後地下水面へと向かい浸潤していっている．50 時間後には定常状態となり，地下水位が
上昇している．間隙水圧の変化については CaseR-1 および CaseR-2 に大きな差異がないことがわか
る． 
 図 5.2.4-3 に 50 時間後における CaseR-1 および CaseR-2 の間隙水圧，平均骨格応力の深度分布を
示す．間隙水圧では CaseR-1 と CaseR-2 の結果は一致しているが，平均骨格応力では CaseR-1 がよ
り減少していることがわかる．また，図 5.2.4-4 での 50 時間後における CaseR-1 および CaseR-2 の
水平骨格応力および鉛直骨格応力の深度分布を見ると，鉛直骨格応力では CaseR-1，CaseR-2 は一致







表 5.2.4-1 弾性体モデルのパラメータ 
Parameter Value
Initial void ratio　e0 0.756
Lam  constant　λ （kN/m2） 1.5×105
Lam  constant　μ （kN/m2） 7.5×104
Permeability　k （m/s） 1.0×10-5
Gravitational acceleration g (m/s2) 9.8










初期状態 10時間後 20時間後 50時間後
 




初期状態 10時間後 20時間後 50時間後
 










図 5.2.4-3 50 時間後の間隙水圧（左図）および平均骨格応力（右図） 
 
 




























































































 CaseR-2 の 50 時間後の応力・水圧を初期状態として地震解析を実施した．図 5.2.4-5 に間隙水圧分








初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
GL-4.0m
 







初期状態 5秒後 10秒後 40秒後
GL-4.0m
 















能登半島地震は 2007 年 3 月 25 日に発生した，能登半島沖を震源とするマグニチュード 6.9（モー
メントマグニチュードは 6.7）の地震である．石川県七尾市，輪島市，穴水町で深度 6 強が観測され
たほか，広い範囲で深度 5 弱以上が観測された．震源の深さは約 11km，西北西-東南東方向に圧縮軸
を持つ横ずれ成分を含む逆断層型の地殻内で発生した地震である．このときの被害状況は能登半島地
震被害調査報告（国土交通省国土技術政策総合研究所，2008）としてまとめられている． 
被害シミュレーションの対象とする箇所は別所岳 SA 南側の盛土斜面とし，ここでは盛土高 30～
35m の両盛土が，地震によって上り 2 車線のうち 1 車線が崩落した．崩落の幅は約 60m 程度であり，








からの流水が見られた（図 5.3.1-7）．気象庁 HP によれば最寄の観測点である門前における地震当日











図 5.3.1-2 被災状況写真 2（国土交通省国土技術政策総合研究所，2008） 
 
 
図 5.3.1-3 崩壊主断面図（国土交通省国土技術政策総合研究所，2008） 
 
 









図 5.3.1-5 復旧後写真 1 
 
  
図 5.3.1-6 復旧後写真 2 
 
 








図 5.3.1-3 の崩壊主断面図を基に被災断面を図 5.3.2-1 のようにモデル化する．強風化岩は N 値 5～
20 程度の工学的基盤とはいえない土層であるが，基盤までのボーリング調査が実施されていないため，
仮として図 5.3.2-1 に示す，谷側地表より－5m のモデル底面を工学的基盤と設定する．また，仮の標













レイタンシーを無視した盛土層のパラメータを用いる．パラメータ一覧を表 5.3.3-1 に示す． 







































































































図 5.3.3-2 応力径路および応力～ひずみ関係 
 















Embankment, Humus soil Hard weathered rock
Method4※ Method4※
Initial void ratio　e0 1.192 1.192
Compression index　λ 0.025 0.025
Swelling index　κ 0.0025 0.0025
Int.shearcoefficient ratio G0/σ’ｍ０ 681.2 681.2
Permeability　k （m/s） 5.0×10-5 5.0×10-5
Gravitational acceleration g (m/s2) 9.8 9.8
Density　ρ（t/m3） 1.8 1.8
Stress ratio at phase transformation　Mm
＊ 0.909 0.909






Hardening parameter　Cf 95 95
Quasi-OCR　OCR＊ 2.0 2.0
Anisotoropy parameter Cd 2000 2000
Dilatancy parameters　D0
*





















































図 5.3.3-3 淀川堤防砂の水分特性曲線および比透水係数 
 
5.3.4 地震動の設定 
能登半島地震については K-net や Kik-net で地震観測点での地震動が公表されている．しかし，検
討箇所近傍においては地震計が設置されていないため，距離減衰式を用いて振幅調整を行う． 
図 5.3.4-1 に，検討箇所の道路盛土崩壊地点および最も近い場所に設置された K-net 観測地点（富
来 とぎ）ISK006 と震源の位置関係および距離を示す． 
距離減衰式としては式(5-1)に示す福島・田中の式（1992）および式(5-2)に示す川島他の式（1985）
を参考にする． 
 59.00033.0log51.0log RDMA ， MRD 51.010006.0    (5-1) 
 9949.230log28.1216.0log MA      (5-2) 
ここで， A は最大加速度，R は震源距離（km）， は震央距離である．距離減衰式により得られた加
速度と震源距離の関係を図 5.3.4-2 に示す．この関係から検討箇所と K-net 観測地点の最大水平加速
度をそれぞれの式について求めると以下のようになる． 
 福島と田中の式：検討箇所 357.5gal，K-net 観測地点 286.6gal 
 川島らの式  ：検討箇所 305.9gal，K-net 観測地点 230.7gal 
K-net 観測地点に対する検討箇所の加速度の増幅率はそれぞれ 0.80，0.75 となるため，本解析では
K-net 観測地点での観測地震動の 0.8 倍の地震動を入力動として用いる．K-net 観測地点での観測地
震動および，振幅 0.8 倍に調整した解析に用いる地震動を図 5.3.4-3 に示す．このとき，解析に入力す

























































































































られた各ケースの初期飽和度および初期平均骨格応力の分布を図 5.3.5-1 および図 5.3.5-2 に示す． 
 CaseS-1：山側水位 KBM+5.0ｍ 
 CaseS-2：山側水位 KBM+9.1ｍ 
 CaseS-3：山側水位 KBM+13.1ｍ 



























































    Newmark のβ値 ：0.3025 
Newmark のγ値 ：0.6 
    Rayliegh 減衰の値 ：初期剛性依存，α1=0.003 






解析ケース一覧を表 5.3.7-1 に示す，また，結果を出力する節点および要素を図 5.3.7-1 に示す． 
 
表 5.3.7-1 解析ケース 
n'' β
CaseD-1 CaseS-1 － －
CaseD-2 CaseS-2 － －
CaseD-3 CaseS-3 － －
CaseD-4 CaseS-4 － －






















 図 5.3.8-1～図 5.3.8-5 に各ケースの平均骨格応力減少比分布を，図 5.3.8-6～図 5.3.8-10 に各ケース
の蓄積塑性偏差ひずみ分布を，図 5.3.8-11～図 5.3.8-15 に各ケースの変位ベクトルを示す． 
 平均骨格応力減少比では，CaseD-1 では地下水位以深の要素がほぼ全て強風化岩であるために骨格
応力が大きく減少している範囲は少ないが，山側の地下水位が高いケースでは盛土層が飽和すること


















 図 5.3.8-16～5.3.8-20 に出力節点での変位時刻歴を示す．CaseD-1 では堤体が天端を中心として左
右に分かれるように変形しているが，CaseD-2～CaseD-5 になるにつれて谷側（+側）への変位が卓
越している．一方，堤防天端の沈下量は各ケースともに 60cm～70cm 程度となっている． 




 図 5.3.8-26～図 5.3.8-30 に各ケースの出力要素における応力径路を示す．図中白丸部が初期応力状











いる CaseD-1 にて最も原点に近づいている． 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 5.3.8-20 CaseD-5 の出力節点の変位時刻歴（上図：水平，下図：鉛直） 
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増減することと（図 6.1-1），海底地盤上に 2 次元状に波が作用することにより，主応力の回転によっ











は，岡らが，周期 5sec，波長 35m，波高 2m の重複波を想定した弾塑性有限要素法を用いた液状化解
析によって概ね説明できたと述べている．彼らの解析では，重複波が 5 回連続して作用した段階で，
防波堤の基盤および消波ブロックの基部を含む広い範囲で間隙水圧は液状化するのに十分な量が蓄積









図 6.1-1 波浪作用時の海底地盤 
 
 








開発グループ，2009）を用いて解析を実施する．このとき，本論文の第 2 章，第 3 章で提案した不飽
和を考慮した手法は用いない． 
間隙流体の圧縮性については，以下に示す Okusa の提案式（Okusa ら，1976）における飽和度と
水の体積弾性係数の関係を用いる．本研究では飽和度 98%時の水の体積弾性係数の値として，
5880fK  (kPa)を用いた． 
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       (6.1) 
ここに， wm は気泡の存在を加味した水の見かけの圧縮率， 0wm は飽和度 100%時の水の圧縮率， rS は
飽和度， mgP は絶対圧力で表した間隙水圧である． 
津波波形は，強制入力した sin 波を陸上に氾濫させ，陸上のある地点における浸水深の時刻歴を用い






すなわち，地盤モデルは，図 6.2.2-1 に示すような深度 2.5ｍまでが緩い砂層で，それ以深が不透水






一方，津波の波形は，振幅 5m，周期 20 分の sin 波を図５に示すモデル地形（同市の代表的な地形
断面）の海側境界から入力し，同図における 1,000m 地点の津波氾濫流の水位変化（図 6.2.2-3 および
図 6.2.2-4）を用いる．sin 波の振幅は，和歌山県が想定している津波（東海，東南海，南海地震の同
時発生シナリオ；和歌山県，2007）が御坊市で 5m を超えていることを考慮して設定した．入力波形
は，水位が上昇を始めて 3 分程度で最大値に達し，その後 6 分程度で最大値の半分程度の水位まで低
下した後は，緩やかに水位が低下している．なお，本研究では地下水位は地表面，水の体積弾性係数






























図 6.2.2-1 解析モデル       図 6.2.2-2 要素シミュレーション結果 
 
表 6.2.2-1 土質パラメータ 
材料パラメータ N1=5 N1=10 N1=20
初期間隙比　e0 0.8 0.800 0.800
圧縮指数　λ 0.025 0.025 0.025
膨潤指数　κ 0.0025 0.0025 0.0025
初期せん断係数比 G0/σ’ｍ０ 374.0 594.0 943.0
透水係数　k （m/s） 1.0×10-5 1.0×10-5 1.0×10-5
密度　ρ（t/m3） 2.0 2.0 2.0
変相応力比　M＊m 0.91 0.91 0.91
破壊応力比　M＊f 1.13 1.13 1.34
硬化関数中のパラメータ　B0
＊ 2000 2500 5000
硬化関数中のパラメータ　B1
＊ 110 59 46
硬化関数中のパラメータ　Cf 0 0 0
水の体積弾性係数　Kf　（ｋPa) 2.0×10
5 2.0×105 2.0×105
擬似過圧密比　OCR＊ 1.0 1.2 1.5
ダイレイタンシー係数　D0
*
 ,n 1.0,  2.0 1.0, 3.0 1.0, 3.0
塑性基準ひずみ　γref
P＊ 0.0035 0.0035 0.0035
弾性基準ひずみ　γref













































つれて小さくなるものの GL.-1.0m 要素でも 4 割程度の有効応力の低下が見られる．この結果から，











6.3.2-2 に示す GL-1.0m 要素での有効応力径路からも確認できる． 
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図 6.2.3-2 応力径路（N1=5，GL-1.0m 要素） 
 
表 6.2.3-1 各地盤における平均有効応力減少比の最大値 
N1=5地盤 N1=10地盤 N1=20地盤
地表面 0.44 0.44 0.29
GL-1.0m 0.36 0.33 0.22
























メータを用いるが，地盤モデルは深度 10m まで N1=5.0 の一様な砂層とする（図 6.3.1-1）．一方，津
波条件については，簡単のためにモデル地盤上の水位を sin 波状に上下させることとする．本章では，
振幅 H，周期 T，津波の連続性の 3 項目を，津波波形を規定する条件とした． 
地盤劣化解析は次の 11 通りの津波波形を用いて実施した．すなわち，まずは sin 波の正の半周期分
の波形として，いずれも周期 20min で振幅が 2，4，5，6，8，10m の 6 通り，いずれも振幅が 5m
で周期が 5，10，20，30，40，50，60 の 7 通りの解析を実施した．次に，sin 波の正の半周期分が 2
回続く波形として，sin 波のピークの間隔が T(s)，T/2(s)，T/3(s)の 3 通りの解析を実施した．さらに，
ピークの間隔は T(s)で 3 回続く波形として 1 通りの解析を実施する． 
6.3.2 解析結果 
(1) 津波の振幅による影響 
 GL-2.0m 要素における相対有効応力減少比の最大値と津波の振幅の関係を図 6.3.2-1 に示す．ただ















襲する津波が 1 波から 2 波，3 波となっても，ほとんど変化しない，さらに，ピーク間隔が短くても
同様の結果であった．しかし，波浪においても 5 波もの波が作用してやっと液状化が発生するほどの
間隙水圧に達したとの解析結果があるように，津波に関しても 3 波程度ではその影響が小さくても，










































































図 6.3.2-2 平均有効応力減少比の最大値と津波の周期の関係（H=5m，GL-2.0m 要素） 
 





























次元であることが 1 つの理由として挙げられる，2 次元解析では津波（波浪）によって起因され
る海底地盤内の応力変化は，主応力軸の方向が連続的に変化するため，より不安定になることが
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を同時に扱うことができる手法として，土骨格の変位と間隙水圧を未知数とする u-p formulation を用
いた．つりあい式と連続式からなる場の方程式に対する空間離散化には有限要素法と差分法（有限体


































































































































 第 5 章の能登半島地震の地震波形は，防災科学技術研究所強震ネットワーク（K-NET）による観測
データを使用させていただきました．ありがとうございました． 
 第６章では津波による地盤の劣化解析を行っていますが，これは人と防災未来センター 奥村与志
弘主任研究員との共同研究として実施させていただいたものです．津波波形のデータ提供から解析結
果の考察まで，広範囲にわたり議論させていただきました．津波という全く別の分野の知見を教えて
いただくことは斬新で，かつ楽しいものでした．御礼申し上げます． 
 
 本研究を実施するに当たり，以上のお名前を挙げた方以外にも，たくさんの方々の温かいご支援と
ご指導をいただきました．京都大学大学院工学研究科地盤力学研究室においては，伊藤稚佳子秘書を
はじめとする研究室の皆様には大変お世話になりました．現職である株式会社日建設計シビルにおき
ましても，地盤調査設計部の皆様だけでなく，大阪事務所の皆様のお世話になりました．まことにあ
 190
りがとうございました． 
 今後，本研究の成果が堤防をはじめとする土構造物の設計実務に生かされ，少しでも災害による被
害の低減に役立つことを願います． 
 最後に，元気な身体に育ててくれた両親に感謝します．ありがとうございました． 
 
